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1 北海道 月形町 ○ ○

2 北海道 沼田町 ○ ○

3 北海道 鹿追町 ○ ○

4 北海道 中札内村 ○ ☆ ☆ ○

5 北海道 忠類村 ○ ○ ○

6 北海道 新篠津村 ○ ○

7 北海道 長万部町 ◎ ○ ○ ◎

8 北海道 三石町 ○ ○

9 北海道 東川町 ◎ ○ ◎○

10 宮城県
栗原市
（金成町）

○ ○

11 宮城県
栗原市
(花山村)

○ ○

12 山形県 八幡町 ○ ○

13 福島県 矢吹町 ◎ ◎

14 東京都 檜原村 ◎ ◎

15 茨城県 つくば市 ○ ○

16 栃木県 芳賀町 ◎ ○ ○ ◎

17 栃木県 岩舟町 ○ ● ○●

18 群馬県 明和町 ○ ○

19 千葉県 袖ケ浦市 ◎ ○ ● ☆ ● ◎○ ☆

20 千葉県 長南町 ○ ○

21 千葉県 大多喜町 ○ ○

22 山梨県 大月市 ◎ ○ ◎ ○

23 新潟県
魚沼市
(旧守門村)

○ ○

24 新潟県
南魚沼市
(旧大和町)

○ ○

25 新潟県 聖籠町 ◎ ◎

26 長野県 須坂市 ● ●

27 長野県 長門町 ● ●

28 長野県 原村 ○ ● ○ ●

29 長野県 高遠町 ○ ● ○●

30 石川県 白山市 ☆ ☆

31 岐阜県 瑞浪市 ● ●

32 岐阜県 本巣市 ○ ○

33 岐阜県 柳津町 ◎ ◎

34 岐阜県 八百津町 ○ ● ○●

35 滋賀県 米原市 ◎ ○ ● ◎○●

36 滋賀県 愛知川町 ◎ ◎

37 奈良県 榛原町 ● ●

38 和歌山県 金屋町 ○ ○

39 鳥取県 日吉津村 ○ ● ● 　 ○

40 鳥取県 日南町 ● ●

41 鳥取県 日野町 ● ●

42 愛媛県 三間町 ○ ○

43 福岡県 添田町 ○ ○

44 福岡県 苅田町 ◎ ◎

45 福岡県 新吉富村 ◎ ◎

46 佐賀県 白石町 ● ●

47 鹿児島県 大崎町 ○ ○

48 鹿児島県 屋久町 ○ ○ ○

合計 48自治体 12 34 14 3 35 16 8

行政主導型

●事業者との協議に同席

誘致活動実施主体
誘致活動に対する行政の関わりについて

事業者との協議　　　　加入取りまとめ

情報提供 　　　　署名の集約

●行政自ら実施主体

事業者への要望

アンケート実施

番
号

町 アンケート実施 　　　署名の集約　　　　事業者への要望

町 事業者への要望

町 国庫補助事業の活用

行政 事業者への要望

情報政策室 事業者への要望
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無
　
線

添田町 情報提供 　　　事業者との協議に同席

三間町 署名の集約

日野町

日南町 ＣＡＴＶ施設貸出

町 事業者への要望　　　　アンケート実施　　　　事業者との協議に同席 

市 情報提供　　　　加入促進補助

町

行政主体（山東町･伊吹町）で誘致

情報提供　　　　　　　施設・設備調達

○●八百津町 ○事業者への要望　　　　●国庫補助事業の活用

実施主体町

旧本巣町 加入取りまとめ　　　　　事業者への要望

国庫補助金を活用

●白山市（旧白峰村）

ブロードバンドサービス提供　　　　　情報提供

区 国庫補助事業等の活用も検討

大和町

町 アンケート実施

○村 ○事務局対応　　　　　○加入取りまとめ

◎○市 ◎○事業者への要望

大多喜町 行政主体による誘致活動を実施

町 事業者への要望

町 情報提供　　　　　　　ニーズ調査　　　　　事業者との協議

活動事業費補助●袖ケ浦市

国庫補助事業活用等を検討

町（FTTH、ADSL） ◎○署名の集約　　　　　◎○事業者への要望

つくば市 事業者への要望

檜原村（ＩＴ推進委員会） 情報提供　　　　誘致活動全般

役場

町

旧花山村

市（町）

東川町 事業者との協議

自治体

長万部町 加入取りまとめ　　　　　要望書の提出

村 アンケート実施　　　　ニーズ調査　　　　事業者との協議

行政が主となり誘致活動を行う

☆基地局設置で配慮（行政財産使用許可）

鹿追町 ニーズ調査　　　　事業者へ要望

月形町 町情報化の推進を目的に、月形町で実施

役場 情報提供　　　　　署名活動　　　　　加入促進

活動の状況

都道府県名 市町村名

民間団体等によるﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ誘致活動

ＨＰ、広報　　　　　　事業者への情報提供

○●町 ○情報提供　　　　　●線路網整備

○●行政

◎・・・FTTH　　○・・・ADSL　　●・・・CATVｲﾝﾀｰﾈｯﾄ　　☆・・・無線
「活動の状況」については、同一市町村内でも各地区で状況が異なるため、「誘致済」と「活動中」の両方で該当する場合がある。


